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平成十三年法律第二十六号 

高齢者の居住の安定確保に関する法律 
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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスの提供を受けるこ

とができる良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅等の登録制度を設けるとともに

、良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進するための措置を講じ、併

せて高齢者に適した良好な居住環境が確保され高齢者が安定的に居住することができる賃

貸住宅について終身建物賃貸借制度を設ける等の措置を講ずることにより、高齢者の居住

の安定の確保を図り、もってその福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、高齢者の居住の安定の確保を図るため、必要な施策を講ず

るよう努めなければならない。 

 

第二章 基本方針及び都道府県高齢者居住安定確保計画等 

（基本方針） 

第三条 国土交通大臣及び厚生労働大臣は、高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方

針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標の設定に関する事項 

二 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する基本的な事項 

三 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する基本的な事項 

四 高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する基本的な事項 
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五 高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サービス及び福祉サ

ービスを提供する体制（以下「高齢者居宅生活支援体制」という。）の確保に関する基

本的な事項 

六 次条第一項に規定する都道府県高齢者居住安定確保計画及び第四条の二第一項に規定

する市町村高齢者居住安定確保計画の策定に関する基本的な事項 

七 前各号に掲げるもののほか、高齢者の居住の安定の確保に関する重要事項 

３ 基本方針は、高齢者のための住宅及び老人ホーム並びに高齢者のための保健医療サービ

ス及び福祉サービスの需要及び供給の現況及び将来の見通しを勘案して定めるとともに、

住生活基本法（平成十八年法律第六十一号）第十五条第一項に規定する全国計画との調和

が保たれたものでなければならない。 

４ 国土交通大臣及び厚生労働大臣は、基本方針を定めようとするときは、総務大臣に協議

しなければならない。 

５ 国土交通大臣及び厚生労働大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県高齢者居住安定確保計画） 

第四条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内における高齢者の居住の安

定の確保に関する計画（以下「都道府県高齢者居住安定確保計画」という。）を定めるこ

とができる。 

２ 都道府県高齢者居住安定確保計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

ロ 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

ハ 高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する事項 

ニ 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第三項に規定する老人デ

イサービス事業その他の高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な保

健医療サービス又は福祉サービスを提供するものとして政令で定める事業（以下「

高齢者居宅生活支援事業」という。）の用に供する施設の整備の促進に関する事項 

ホ ニに掲げるもののほか、高齢者居宅生活支援体制の確保に関する事項 

三 計画期間 

３ 都道府県高齢者居住安定確保計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、当該都道

府県の区域内における高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項を定めるよう努めるも

のとする。 

４ （略） 

５ （略） 

６ 都道府県は、都道府県高齢者居住安定確保計画を定めようとするときは、あらかじめ、

インターネットの利用その他の国土交通省令・厚生労働省令で定める方法により、住民の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、当該都道府県の区域内

の市町村（特別区を含む。以下同じ。）に協議しなければならない。この場合において、

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成十七

年法律第七十九号）第五条第一項の規定により地域住宅協議会を組織している都道府県に

あっては、当該地域住宅協議会の意見を聴かなければならない。 
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７ 都道府県は、都道府県高齢者居住安定確保計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表

するよう努めるとともに、国土交通大臣及び厚生労働大臣並びに当該都道府県の区域内の

市町村にその写しを送付しなければならない。 

８ 第四項から前項までの規定は、都道府県高齢者居住安定確保計画の変更について準用す

る。 

（市町村高齢者居住安定確保計画） 

第四条の二 市町村は、基本方針（都道府県高齢者居住安定確保計画が定められている場合

にあっては、都道府県高齢者居住安定確保計画）に基づき、当該市町村の区域内における

高齢者の居住の安定の確保に関する計画（以下「市町村高齢者居住安定確保計画」という

。）を定めることができる。 

２ 市町村高齢者居住安定確保計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

ロ 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

ハ 高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する事項 

ニ 高齢者居宅生活支援事業の用に供する施設の整備の促進に関する事項 

ホ ニに掲げるもののほか、高齢者居宅生活支援体制の確保に関する事項 

三 計画期間 

３ 前条第三項から第八項までの規定は、市町村高齢者居住安定確保計画について準用する

。この場合において、同条第三項中「前項各号」とあるのは「次条第二項各号」と、「当

該都道府県」とあるのは「当該市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）」と、

同条第四項中「都道府県」とあるのは「市町村」と、「第二項第二号」とあるのは「次条

第二項第二号」と、同条第五項から第七項までの規定中「都道府県は」とあるのは「市町

村は」と、同条第六項中「当該都道府県の区域内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）」

とあり、及び同条第七項中「当該都道府県の区域内の市町村」とあるのは「都道府県」と

、同条第六項中「都道府県に」とあるのは「市町村に」と読み替えるものとする。 

 

第三章 サービス付き高齢者向け住宅事業 

第一節 登録 

（サービス付き高齢者向け住宅事業の登録） 

第五条 高齢者向けの賃貸住宅又は老人福祉法第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム

（以下単に「有料老人ホーム」という。）であって居住の用に供する専用部分を有するも

のに高齢者（国土交通省令・厚生労働省令で定める年齢その他の要件に該当する者をいう

。以下この章において同じ。）を入居させ、状況把握サービス（入居者の心身の状況を把

握し、その状況に応じた一時的な便宜を供与するサービスをいう。以下同じ。）、生活相談

サービス（入居者が日常生活を支障なく営むことができるようにするために入居者からの

相談に応じ必要な助言を行うサービスをいう。以下同じ。）その他の高齢者が日常生活を

営むために必要な福祉サービスを提供する事業（以下「サービス付き高齢者向け住宅事業

」という。）を行う者は、サービス付き高齢者向け住宅事業に係る賃貸住宅又は有料老人

ホーム（以下「サービス付き高齢者向け住宅」という。）を構成する建築物ごとに、都道

府県知事の登録を受けることができる。 
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２ 前項の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効

力を失う。 

３ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「登録の有

効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の登

録は、登録の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

４ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録

の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（登録の申請） 

第六条 前条第一項の登録（同条第二項の登録の更新を含む。以下同じ。）を受けようとす

る者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 商号、名称又は氏名及び住所 

二 事務所の名称及び所在地 

三 法人である場合においては、その役員の氏名 

四 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人

である場合においては、その商号又は名称及び住所並びにその役員の氏名） 

五 サービス付き高齢者向け住宅の位置 

六 サービス付き高齢者向け住宅の戸数 

七 サービス付き高齢者向け住宅の規模 

八 サービス付き高齢者向け住宅の構造及び設備 

九 サービス付き高齢者向け住宅の入居者（以下この章において単に「入居者」という。

）の資格に関する事項 

十 入居者に提供する高齢者生活支援サービス（状況把握サービス、生活相談サービスそ

の他の高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスであって国土交通省令・厚生

労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）の内容 

十一 サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が入居者から受領する金銭に関する事項 

十二 終身又は入居者と締結するサービス付き高齢者向け住宅への入居に係る契約（以下

「入居契約」という。）の期間にわたって受領すべき家賃等（家賃又は高齢者生活支援

サービスの提供の対価をいう。以下同じ。）の全部又は一部を前払金として一括して受

領する場合にあっては、当該前払金の概算額及び当該前払金についてサービス付き高齢

者向け住宅事業を行う者が返還債務を負うこととなる場合に備えて講ずる保全措置に関

する事項 

十三 居住の用に供する前のサービス付き高齢者向け住宅にあっては、入居開始時期 

十四 入居者に対する保健医療サービス又は福祉サービスの提供について高齢者居宅生活

支援事業を行う者と連携及び協力をする場合にあっては、当該連携及び協力に関する事

項 

十五 その他国土交通省令・厚生労働省令で定める事項 

２ 前項の申請書には、入居契約に係る約款その他の国土交通省令・厚生労働省令で定める

書類を添付しなければならない。 

（登録の基準等） 

第七条 都道府県知事は、第五条第一項の登録の申請が次に掲げる基準に適合していると認

めるときは、次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をしなければ

ならない。 
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一 サービス付き高齢者向け住宅の各居住部分（賃貸住宅にあっては住戸をいい、有料老

人ホームにあっては入居者ごとの専用部分をいう。以下同じ。）の床面積が、国土交通

省令・厚生労働省令で定める規模以上であること。 

二 サービス付き高齢者向け住宅の構造及び設備（加齢対応構造等であるものを除く。）

が、高齢者の入居に支障を及ぼすおそれがないものとして国土交通省令・厚生労働省令

で定める基準に適合するものであること。 

三 サービス付き高齢者向け住宅の加齢対応構造等が、第五十四条第一号ロに規定する基

準又はこれに準ずるものとして国土交通省令・厚生労働省令で定める基準に適合するも

のであること。 

四 入居者の資格を、自ら居住するため賃貸住宅又は有料老人ホームを必要とする高齢者

又は当該高齢者と同居するその配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の

関係にあるものを含む。以下同じ。）とするものであること。 

五 入居者に国土交通省令・厚生労働省令で定める基準に適合する状況把握サービス及び

生活相談サービスを提供するものであること。 

六 入居契約が次に掲げる基準に適合する契約であること。 

イ 書面（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。第五十二条第二項及び第五十四条第二号におい

て同じ。）を作成する場合における当該電磁的記録を含む。）による契約であること

。 

ロ 居住部分が明示された契約であること。 

ハ サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が、敷金並びに家賃等及び前条第一項第

十二号の前払金（以下「家賃等の前払金」という。）を除くほか、権利金その他の金

銭を受領しない契約であること。 

ニ 家賃等の前払金を受領する場合にあっては、当該家賃等の前払金の算定の基礎及び

当該家賃等の前払金についてサービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が返還債務

を負うこととなる場合における当該返還債務の金額の算定方法が明示された契約で

あること。 

ホ 入居者の入居後、国土交通省令・厚生労働省令で定める一定の期間が経過する日ま

での間に契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合において、サービ

ス付き高齢者向け住宅事業を行う者が、国土交通省令・厚生労働省令で定める方法

により算定される額を除き、家賃等の前払金を返還することとなる契約であること

。 

ヘ サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が、入居者の病院への入院その他の国土

交通省令・厚生労働省令で定める理由により居住部分を変更し、又はその契約を解

約することができないものであること。 

七 サービス付き高齢者向け住宅の整備をしてサービス付き高齢者向け住宅事業を行う場

合にあっては、当該整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前払金を受領しない

ものであること。 

八 家賃等の前払金についてサービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が返還債務を負う

こととなる場合に備えて、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより必要な保

全措置が講じられるものであること。 
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九 その他基本方針（サービス付き高齢者向け住宅が市町村高齢者居住安定確保計画が定

められている市町村の区域内にある場合にあっては基本方針及び市町村高齢者居住安定

確保計画、サービス付き高齢者向け住宅が都道府県高齢者居住安定確保計画が定められ

ている都道府県の区域（当該市町村の区域を除く。）内にある場合にあっては基本方針

及び都道府県高齢者居住安定確保計画）に照らして適切なものであること。 

２ 第五条第一項の登録は、サービス付き高齢者向け住宅登録簿（以下「登録簿」という。

）に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 前条第一項各号に掲げる事項 

二 登録年月日及び登録番号 

３ 都道府県知事は、第一項の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録を受けた者

に通知しなければならない。 

４ 都道府県知事は、第五条第一項の登録の申請が第一項の基準に適合しないと認めるとき

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

５ 都道府県知事は、第五条第一項の登録をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該登録を

受けたサービス付き高齢者向け住宅事業（以下「登録事業」という。）に係るサービス付

き高齢者向け住宅（以下「登録住宅」という。）の存する市町村の長に通知しなければな

らない。 

（登録の拒否） 

第八条 都道府県知事は、第五条第一項の登録を受けようとする者が次の各号のいずれかに

該当するとき、又は第六条第一項の申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項につ

いて虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否

しなければならない。 

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

二 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から起算して一年を経過しない者 

三 第二十六条第二項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して一年

を経過しない者 

四 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条

第六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から五年を経過

しない者（第九号において「暴力団員等」という。） 

五 心身の故障によりサービス付き高齢者向け住宅事業を適正に行うことができない者と

して国土交通省令・厚生労働省令で定めるもの 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理

人が法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するも

の 

七 法人であって、その役員又は政令で定める使用人のうちに第一号から第五号までのい

ずれかに該当する者があるもの 

八 個人であって、その政令で定める使用人のうちに第一号から第五号までのいずれかに

該当する者があるもの 

九 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録の拒否をしたときは、遅滞なく、その旨を当該

登録の申請をした者に通知しなければならない。 

第九条以下（略） 


